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マラウイ月報（２０１７年６月） 

 
【内政】 

・  第六回 PAC（Public Affairs Committee）会議の開催 

 ７～８日の二日間にわたりブランタイヤで２０１２年より年一回開催されている PAC 会議が行

われた。PAC は政府監視の役割を担う宗教系の NGO である。今回の第六回 PAC 会議には

宗教団体，与党野党議員，人権活動家など１５０人もの代表が集まり，汚職で失った国民の

信頼をどう取り戻すかが主の議題となった。開催前には，民主進歩党（DPP）が本会議に招待

されていないと PAC を批判したが，PAC 側はそれを否定。結局 DPP から４人招待されていた

が１１人も出席した。会議では，政権交代を求める声や汚職の改善を求める声等，現政権に

批判的な声も多く上がった。また政府への勧告事項がまとめられ，政府監視機関の独立性確

保，ストライキにより閉鎖されているマラウイ大学チャンセラー校の再開，政府高官任命機関

の設立，チャポンダ元農業・灌漑・水開発大臣の責任追及等が含まれている。（６月６日，デイ

リータイムズ紙ナショナル２面，６月７日，ネーション紙ナショナル２面，デイリータイムズ紙ナショ

ナル１，２，３面，６月８日ナショナル３面，６月９日ネーション紙１，２，３，４面，６月１０日ウィークエ

ンドネーション紙ナショナル１，２，３，４面） 

 

・  選挙区開発基金及び県開発基金の乱用が発覚 

 ゴンドウェ財務・経済計画・開発大臣は２０もの国会議員が選挙区開発基金（Constituency 

Development Fund: CDF）及び県開発基金（District Development Fund: DDF）を乱用した疑いがあ

ると発表した。１６の県議会に配分された３０億クワチャ（為替レート：１米ドル７２５クワチャ）の予

算（CDF 及び DDF の合計予算額）のうち，８，０００万クワチャが使途不明金としてあげられている。

県議会の調達局が資金を管理するのではなく，国会議員が直接調達プロセスに関わっていること

が問題視されており，政府は草の根レベルで開発事業の資金管理が行えるような仕組みに変え

る必要があるとの認識を示した。（６月２９日ネーション紙ナショナル１，2，３面） 

 

主な出来事 

【内政】  

● 第六回 PAC（Public Affairs Committee）会議の開催 

● 選挙区民開発基金及び県開発基金の乱用が発覚 

【外政】 

●ムタリカ大統領のヨーロッパ外遊 

【経済・開発協力】 

● 日本政府による無償資金協力「ドマシ教員養成大学拡張計画」Ｅ／Ｎ署名式の実施 

● ＩＭＦが対マラウイ拡大信用ファシリティ（ＥＣＦ)プログラムで２，６９０万米ドルを承認 
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・  ミニバス運転手と車掌による暴動 

 警察によるミニバスへの突然の取り締まり強化に抗議するため，ミニバスの運転手と車掌が

暴動を起こした。ブランタイヤで警察の派出所 3 カ所が燃やされたほか，道路を石や燃えたタ

イヤで封鎖し，通行車に５００クワチャの通行料を要求するなどの事例が報告されている。警

察の広報担当は，道路交通法は以前から存在しており，近年交通事故が多発し多くの命が

奪われていることに鑑みて，取り締まりを強化しているだけであり，ミニバス運営側が主張す

るように新しい交通法を制定したわけではないと説明した。政府の報道官であるダウシ情報・

通信技術大臣は，いかなる立場の人からも不満の声を聞く準備があると述べ，この問題の解

決への姿勢をみせた。ミニバス所有者協会（MOAM）の代表も，運転手や車掌の言い分も分

かるが，暴動を起こすのではなく，政府関係者との対話で解決を試みるべきだと述べた。（６

月２４日 ウィークェンドネーション紙ナショナル４面，６月２８日デイリータイムズ紙ナショナル

１，２，３面） 
 
・  電子取引及びサイバーセキュリティ法の施行 

 ダウシ情報・通信技術省大臣が６月１日付けで法施行開始宣言を行った。この法律は２０１

１年に議論が始まり，２０１６年１１月に制定された。具体的には，権限を与えられていないと

知りながら情報を受け取る，または他人に提供した場合，違反者には２００万クワチャの罰金

と最長５年の禁固刑が科せられる。また誰であれ，故意にかつ継続して電子通信機器を用い，

個人のプライバシーや平穏を侵害する，また侵害しようとする意図があることが違法と制定さ

れた。情報通信技術の使用者を詐欺，プライバシーの侵害，情報悪用等から保護する規定も

あり，人権活動家のマヤヤ氏は何が違法となるかに関して，大規模な市民教育を行う必要が

あると指摘した。（６月２４日ウィークェンドネーション紙ナショナル２面） 
 
・  マラウイ大学チャンセラー校再開へ向かうもさらなるストライキに直面 

 政府のメンバーで構成されるタスクフォースで調停が行われた結果，チャンセラー校教授陣

の要求が承認され，ようやく再開への道が開けた。しかし，チャンセラー校，ポリテクニック校，

看護学部，医学部すべての総務スタッフから，チャンセラー校の教授陣と同様の４０％給料増

額を求める声があがり，２１日間で要求が認められない場合はストライキを開始すると宣言し

た。（６月１８日ネーションサタデー紙ナショナル２面、６月２８日ネーション紙ナショナル３面，６

月２９日ネーション紙ナショナル３面，６月３０日ネーション紙ナショナル２面） 
 
・  ミスマラウイが人口増加に対する対策を議会に呼びかけ 

 マラウイの人口は２０４０年までに４，０００万人に達すると見込まれており，人口増加への

対策が必要である。ミスマラウイであるセシリア・コフィ氏は議員に対し，自らが設立した Build 
Malawi Initiative（BMI）と呼ばれる団体を紹介し，教育を通じた女性のエンパワメントにより，

児童婚や十代での妊娠を防ぎ，ひいては人口増加を妨げることができるよう今後活動してい
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くと述べた。（６月２９日ネーション紙ナショナル２面） 
 
・  カチャリ前副大統領が新政党を設立 

 カチャリ氏はムジンバ選出の国会議員であり，２０１２年に始まったジョイス・バンダ政権時代に

副大統領を務めた。しかし２０１４年の大統領選挙でバンダ前大統領がカチャリ氏を副大統領候

補に指名しなかったことを契機にバンダ前大統領とは距離をとってきた（２０１４年の選挙中は

DPP に協力するも選挙後は再び人民党に所属）。新政党名は自由党（Freedom Party）で，マラウ

イ人の連帯を実現することを目標に活動したいと述べている。（６月２９日デイリータイムズ紙ナシ

ョナル２面） 
 

【外政】 

・  ムタリカ大統領のヨーロッパ外遊 

５日，ムタリカ大統領は一週間の日程でヨーロッパを外遊するために出発。本外遊は１月

のAUサミット及び５月の汎アフリカ議会会議に続き，今年に入り３回目となる。政府及び国際

機関の高官とのバイ会談が行われ、主な会談相手はユンケル欧州委員長，ミシェル・ベルギ

ー首相，ラガルド IMF 専務理事及びマルムストロム EU 貿易担当委員。外遊の目玉として，

総額１億８，５００万ユーロとなる３つの開発協力案件に係るファイナンス協定の締結を掲げ

た。また，ベルギーで開催されたヨーロッパ開発デーにおいてムタリカ大統領が基調講演を行

い，EU の開発援助のうち３２％がアフリカに配分され，そのうちマラウイは２％しか受け取っ

ておらず，貿易及び持続可能な開発のためより多くの開発援助を期待すると述べた。さらに，

オックスフォード大学での講演でマラウイの成長に必要なのは資産（Asset）を資本（Capital）
に変えることのできる人材であると述べた。（６月８日，ネーション紙ナショナル４面，デイリータイ

ムズ紙ナショナル４面，６月１１日サンデーネーション紙ナショナル１面，６月１２日ネーション紙ナ

ショナル２，３面，６月１３日ネーション紙ナショナル２面，６月１５日ネーション紙ナショナル３面） 
 

【経済・開発協力】 

 ２０１７／１８年度国家予算の可決 

２２日，国会にて２０１７／１８年度国家予算が可決された。予算総額は，今次国会の冒頭でゴ

ンドウェ財務・経済計画・開発大臣より発表された予算案から若干増額の１兆３，２３０億クワチャ

（為替レート：１米ドル＝７２５クワチャ）となった。国会議員は，各選挙区に与えられる選挙区開発

基金（ＣＤＦ）を昨年度の１，８００万クワチャから３，０００万クワチャに引き上げることを要請してい

たのに対し，財務大臣は，国会議員によるＣＤＦの不正に関する報告が寄せられており，ＣＤＦの

ガイドラインの見直しが必要である旨言及。結果的に２，３００万クワチャを配分し，選挙区水事業

への配分を当初予定されていた１，５００万クワチャから１，２００万クワチャに引き下げる旨発表し

た。同国会では，所得格差是正のため所得税の免税上限額を月あたり収入２０，０００クワチャか

ら３０，０００クワチャに引き上げ，月額３００万クワチャ以上の所得の所得税率を３０％から３５％
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に引き上げることを決定した。さらに，国民からの批判が相次いだため，牛乳に加え，食用油に課

税されていた付加価値税を免税とすることも決定した。（６月２３日，ネーション紙ナショナル１，２，

４面，デイリータイムズ紙ナショナル１，３面，６月２４日ウィークエンドネーション紙ナショナル４面）    

 

 ２０１７年マラウイ経済報告書を公開 

財務・経済計画・開発省は２０１７年マラウイ経済報告書を公開した。同報告書によると，天候

不良及び不安定なマクロ経済により，２０１６年のＧＤＰ成長率は２．７％に留まった。ＧＤＰに占め

る農業セクターの割合は全体の２８％で，依然農業セクターが経済の大部分を占めているが，洪

水や干ばつ等の外的ショックの影響を受けやすく，ＧＤＰ全体へ大きな影響を与えかねないと指摘。

２０１６年においては，燃料及び外貨準備高の維持，為替の安定により，運輸・貯蔵，ホテル・飲食

業，通信業，金融・保険サービス，不動産業等が成長した。鉱業分野に関しては，福島の原子力

発電所の事故を受け，ウランの国際市場価格が低下しており，カイレケラ鉱山での採掘は２０１６

年度も引き続き一時停止となった。２０１７年は天候に恵まれマクロ経済は回復傾向にある。農

業・漁業，製造，建設，卸売・小売業，保険サービスの分野が成長し，ＧＤＰ成長率は６．１％に上

昇する見込み。政府は葉タバコの加工（フルキュア種）による石炭需要の増加及びインド，中国，

ロシア等での原子力発電へのウランの需要の増加を期待しており，２０１７年の鉱業分野の成長

率を１．６％と期待しているが，専門家は短期的な鉱業分野による歳入増加は野心的すぎると指

摘。（６月１２日，デイリータイムズ紙９面，６月１４日，デイリータイムズ紙ビジネス１４，６月１７日，

ウィークエンドネーション紙９，１０面，面５月３１日，ネーション紙ナショナル１～４面，デイリータイ

ムズ紙ビジネス２面，６月２０日，ネーション紙１３，１４面，２０１７年マラウイ経済報告書）    

 

 航空法案の可決 

１３日，第４６回国会にて航空法案（Civil Aviation Bill）が可決された。同法案は，領空の安

全及び保安の強化を目指すもので，マラウイ政府が航空局（Civil Aviation Authority）を独立

した組織として設立することを義務付ける。ムハンゴ運輸・公共事業大臣は，安全性の問題により，

国際空港運送協会（ＩＡＴＡ）が，大型航空機の発着が可能な国のリストからマラウイを削除したこ

と，そして過去にマラウイへ就航していた英国航空やオランダ航空が撤退したことに言及。同大臣

は新たな航空法により，空港の安全機材の改善や領空の安全及び保安を確保するための技術

的な改善が図られると述べ，さらに，新たに航空局のＣＥＯが任命され，政府から独立した組織と

して機能していく旨述べた。野党も同法案の可決を歓迎したが，草案ができてから国会で審議さ

れるのになぜ１０年もの年月を要したのか疑念を抱いている。（６月１５日，デイリータイムズ紙ナ

ショナル４面）    

 

 シレ・ザンベジ水路事業を巡る議論 

故ビング・ワ・ムタリカ政権が考案したシレ・ザンベジ水路事業の実施に関して，マラウイ政府と

モザンビーク政府の間で意見が対立。ロイター通信の報告によると，１日，モザンビーク政府は記
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者会見を開き，本事業から撤退する旨発表した。ザンビアの運輸省高官も本事業は実現可能で

はなくまた持続的でもないとの見解を示しているとの報道もある。他方，マラウイのムハンゴ運輸

大臣は，モザンビーク側より撤退に関する公式な通知は受けておらず，３カ国とも撤退していない

と主張。本事業はＤＰＰのマニフェストに掲げられており，実現可能な事業である旨強調し，今月マ

プトで閣僚級会合が開催される旨言及した。マラウイのボトロ財務次官は，本事業の経済的価値

は非常に高く，財務省としては関心を示しているが，モザンビーク側の決定にはコメントできないと

述べた。国会議員の中には，次年度予算において同事業に予算が充てられていることを疑問視し

ている者もいる。チピコ議会予算・財政委員会委員長（野党ＭＣＰ党員）は，ナカラ回廊鉄道が稼

働し，石炭以外の一般貨物も年間５００万トンを輸送できる能力があると述べ，マラウイ政府は経

済的に実現可能ではないと認識しているにも関わらず，次年度予算で資金を投入することはムタ

リカ政権の詐欺行為であると強く非難した。（６月７日，ネーション紙ナショナル２～４面）    

 

 日本政府による無償資金協力「ドマシ教員養成大学拡張計画」Ｅ／Ｎ署名式の実施 

２８日，財務・経済計画・開発省にて，平成２８年度対マラウイ無償資金協力「ドマシ教員養成大

学拡張計画」Ｅ／Ｎ署名式が執り行われ，ゴンドウェ大臣と池田博次臨時代理大使が署名を行っ

た。日本政府は，ドマシ教員養成大学の拡張のために，１９億４，７００万円を供与限度額とする無

償資金を供与することを発表。同事業では，講義棟，実験棟，図書館，学生寮等の建設及び家具

や機材の整備が行われる。ゴンドウェ財務・経済計画・開発大臣は，中等教育における有資格中

等教員の不足という課題に直面している中で，同事業は学生の受け入れキャパシティを向

上する点で大変重要なものであると述べた。（６月２９日，ネーション紙１０面，式典でのスピー

チ）    

 

 ＩＭＦが対マラウイ拡大信用ファシリティ（ＥＣＦ)プログラムで２，６９０万米ドルを承認 

２１日，ＩＭＦ理事会は，対マラウイ拡大信用ファシリティ（ＥＣＦ)プログラムの第９回・最終レビュ

ーの結果を受け，２，６９０万米ドルの拠出を決定した。今次拠出により同プログラムを通じたマラ

ウイへの融資総額は１億９，１４０万米ドルとなる。 リーＩＭＦ当地事務所代表は，公金横領問題を

解決することはドナーの一般財政支援再開への抵抗を軽減することにつながるかもしれないが，

横領が再発しないこと，横領の根源となっている調達管理における課題を解決することが重要で

あり，公共投資における説明責任枠組みの強化も重要であると述べた。また，インフレ率を抑制

することで金利が低下し，予算の１６％を占めている公的債務の返済利子の費用を大幅に削減す

ることが可能であると述べた。ボトロ財務・経済計画・開発省次官は，同プログラムは無事終了し，

マラウイ政府は次期ブログラムの実施に向けた交渉を行う予定であり，７月から９月にかけて４条

協議が行われる見込みであると述べた。（６月２３日，ネーション紙ナショナル１～４，１３，１４面，

デイリータイムズ紙ナショナル３面，２１日付ＩＭＦプレスリリース）    

 

 世界銀行が第５版マラウイ経済モニター及び貧困アセスメント報告書をローンチング 



6 
 

１日，世界銀行は第５版マラウイ経済モニター及び貧困アセスメント報告書のローンチング式典

を開催した。第５版マラウイ経済モニターによると，２０１６年は深刻な干ばつの影響により経済成

長率は２．５％に低下したが，２０１７年は，農業（４．８％の成長率），産業（５．６％の成長率），サ

ービス業（４．５％の成長率）を含む全セクターの回復を受けて，経済成長率は４．４％に上昇し，３

年振りに３％の人口増加率を上回る見込み。さらに成長及び貧困削減の原動力としての都市化

のポテンシャルについて示唆され，都市化による便益を得るには，都市インフラ及び公共サービ

スのため投資が不可欠であると指摘。貧困アセスメント報告書では，貧困削減のためには，マク

ロ経済の安定化に向けた環境作り，急激な人口増加への対応，農業の生産性の向上，非農業部

門による収入の増加，社会保護事業の効率化の重要性が強調された。貧困削減のための政策

的措置として， マクロ経済の安定化に向けた環境作り，急激な人口増加（特に若年層）への対応，

農業の生産性の向上，非農業部門による収入の増加，社会保護事業の効率化を提言。（６月２日，

デイリータイムズ紙ナショナル１，３面，第５版マラウイ経済モニター，貧困アセスメント報告書）    

 

 ハンセン世界銀行副総裁の当地訪問 

１５日，世界銀行の幼少期イニシアチブの促進のために当地を訪問しているキース・ハンセン

世界銀行副総裁（人間開発担当）は，大統領官邸でムタリカ大統領との面談を行った。面談には、

ゴンドウェ財務・経済計画・開発大臣、その他閣僚及び政府高官が同席した。ムタリカ大統領は，

マクロ経済の回復及びＩＭＦのＥＣＦプログラムが成功裏に完了した旨言及し，次期ＥＣＦプログラ

ムの実施の交渉開始を期待していると述べた。同副総裁は，マラウイにおける幼少期の子どもた

ちに対する支援に関し有意義な協議ができたと述べた。同日，同副総裁は世界銀行がデッザ県

及びンチェウ県で実施している５歳未満の子どもを対象とした栄養改善プロジェクトを視察し，栄

養失調撲滅へのマラウイでの取り組みに感銘を受け，当該分野への支援の継続について前向き

に検討していく旨述べた。（６月１６日，ネーション紙ナショナル６面，デイリータイムズ紙ナショナル

３面）    

 

 世界銀行による農業の商業化事業への支援 

５月２３日，世界銀行は農業の商業化事業への９，５００万米ドルの譲許的融資の供与を承認し

た。本事業では，アグロビジネスを促進するための環境を整備するために，支線道路や電力等の

インフラ整備，アグロビジネス改革，倉荷証券システムの強化等の支援を行う。本事業は，生産者

（３００の農民組織，７０，０００人の農民）に加え，バイヤー（加工業者，小売業者，輸出業者，集

荷業者），アグリビジネスセクターへの貸付を行う金融機関等，バリューチェーンにおける様々な

アクターに裨益する。（５月３１日，デイリータイムズ紙ナショナル４面）    

 

 アフリカ開発銀行によるナカラ回廊バリューチェーン開発への技術協力 

アフリカ開発銀行は，ナカラ回廊バリューチェーン開発事業への１００万米ドルの無償資金協力

（日本政府が拠出するアフリカ民間セクター向け支援基金（ＦＡＰＡ）から拠出）を承認した。本事業



7 
 

は，アフリカ開発銀行が支援するナカラ回廊鉄道及び港湾事業を補完する形でデザインされ，回

廊周辺地域の包括的で持続可能な経済発展を目指す。事業実施期間は３年間，農村及び半農

業地域における小規模農家を対象に，農業ビジネスに関する能力向上，市場及び融資のアクセ

スを支援する。（６月８日，ネーション紙ナショナル７面，アフリカ開発銀行ウェブサイト）    

 

 農業セクターにおける中国・ＥＵ協力 

３０日，王駐マラウイ中国大使とヘルマン駐マラウイＥＵ代表は，サリマ県で中国が支援するマ

ラウイ農業技術デモンストレーションセンター及びＥＵが支援するサリマ職業訓練校をそれぞれ訪

問した。両大使は，マラウイにおける農業の生産性向上に向け，それぞれが実施する対マラウイ

経済開発事業を補完し合うことについてコミットメントを示した。ＥＵ代表は，中国の先進的な技術

を視察した後，我々は農業の生産性向上という公益のために尽力しており，中国との補完的な努

力はより良い結果を生み出すだろうと述べた。中国大使は，中国政府はすでに公表している職業

訓練校建設支援に加え，ＥＵが着手する事業を踏まえ，最新機材の導入も実施する旨言及した。

（６月１日，ネーション紙ナショナル７面）    

 

 公的債務状況 

中央銀行の２０１６年第４四半期報告書によると，公的債務の累積額は約１兆８，０００億クワチ

ャとなり，同年第３四半期よりも約２，０００億クワチャ減少した。 対外債務については，２０１６年

第３四半期の１７億米ドル（対ＧＤＰ比３３．２％）から２０１６年第４四半期には１５億米ドル（対ＧＤ

Ｐ比２８．９％）に減少。国内債務については２０１６年第３四半期の７，５７０億クワチャから２０１６

年第４四半期には７，２０５億クワチャに減少。主に中央銀行の短期国債保有残高が３７９億クワ

チャから２１７億クワチャに削減したことに削減したことに起因すると考えられる。同様に約束手形

保有残高も３４４億クワチャから３３１億クワチャに減少している。（５月３１日，ネーション紙ナショ

ナル１～４面，デイリータイムズ紙ビジネス２面）    

 

 インフレ率が１２．３％に下方修正 

国家統計局は，５月の対前年同月比インフレ率は１２．３％となり，同年前月より２．３％抑制し

た旨発表した。食糧価格の低下，為替の安定，燃料の国際市場価格の低下により，１０か月連続

でインフレ率は抑制されている。世界銀行は，農業生産高の改善により食糧価格上昇の圧力が

抑制されることから，２０１７年における平均インフレ率は１５．２％に抑制されると予測。（６月１５

日，ネーション紙ビジネス１，２面，６月２４日，ウィークエンドネーション紙９面）   


